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１．はじめに

本稿は，消費者の購買態度にバイアスをかける社会的要因を探究する研究の

一環である。消費者が購買態度を形成する際に，消費者自身の裁量に依拠する

場合とそれ以外の外的評価基準に依拠する場合とがある。前者は消費者自身の

判断が態度に反映されるが，後者のプロセスによって表明された態度は消費者

自身の判断が反映されたものとは言えず，消費者を取り巻く他者や組織，ある
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いは社会全体といった環境要因の影響を受けて，何らかのバイアスがかかって

いる。なぜなら，消費者は周囲の環境や社会といった「集団（group）」の中の

一員として，そこから購買や消費に関する知恵を吸収したり，あるいは，より

快適な社会生活を送るために集団への適合が必要とされるからである。ところ

で，集団には，消費者が実際に所属する「成員性集団（membership group）」

と，所属の有無にかかわりなく心理的に自らを関係づけ，態度や判断の拠り所

とする「準拠集団（reference group）」とがある（小川 監修 1995を一部参

照）。消費者の態度にバイアスをかける社会的要因としては，後者の準拠集

団に焦点を当てなければならない。ここで興味深いのは，個人が実際に所属し

ている集団が準拠集団になるとは限らないということである 。つまり，ある

集団が消費者にとっての準拠集団になるか否かは，所属の有無とは別の条件に

よって決定づけられることになる。

そこで，本稿では次のような問題を提起する。すなわち，消費者が購買意思

決定する際に，その態度に影響を与える準拠集団とはどのような条件を備えた

集団であるのか，ということである。これは，集団と個人との位置関係（消費

者にとってごく身近な集団か，ある程度の距離をおいた集団かということ）や

時間的関係（集団と個人との付き合いの長さ），消費者の購買あるいは製品に

関する知識量や思考レベル，そして，集団の規模（比較的大規模な集団か，小

規模な集団かということ）および集団の社会的役割の有無（社会にとって有用

な集団であるか，全くの私的集まりであるか）によって分析できる。

以上の事柄について追究するために，本稿では次のようなプロセスを経るこ

とにする。まず第２章では，準拠集団とはもともといかなる概念として捉えら

れていたのかということを明らかにするために，準拠集団に関する初期の研究

をレビューする。そこで，準拠集団は消費者の購買意思決定に与える影響の差

異から，「比較準拠集団（comparative reference group）」と「規範準拠集団

（normative reference group）」に大別されるということを示し，それぞれの役
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割について論じる。これによって，その後で述べられる研究の中で，消費者の

意思決定における準拠集団の大まかな役割（比較対象物および依拠すべき規範

の提示）を確認する。次に第３章では，購買態度形成の際の消費者と集団との

関係について論を進める。複数の消費者から成る集団は，集団として１つのま

とまった態度を表明できることもあれば，そうでないこともある。すなわち，

集団の意思決定には「統合（integration）」と「分化（differentiation）」のプロ

セスがある。それぞれのプロセスにおいて，消費者個人の態度はどのように変

容するのかということを追究する。そのために注目されるのが，集団が個人に

与える「準拠枠（frame of reference）」の性質である。３―１では集団の統合

的意思決定の際に消費者に提示される準拠枠の性質を，３―２では集団の分化

的意思決定の際に提示される準拠枠の性質を挙げ整理する。各節は，前半に先

行研究のレビューによって明らかになったことを示し，後半にレビュー結果を

ふまえて，筆者がより分かりやすくすることを目的として解釈を加えている。

特に３―２の後半は，先行研究の中には結果として取りあげられていなかった

が，その結果を吟味することによって筆者が読みとった事柄をまとめ，レ

ビュー結果の裾野を広げることを試みた。そして第４章では，第３章でのレ

ビュー結果をふまえ，集団が消費者にとっての準拠集団になりうる条件につい

て考察する。４―１で，集団の規模と社会的性質が意思決定に与える影響とい

う側面について触れる。これを参考にし，４―２は第３章で述べられた内容に

関するディスカッションとなる。すなわち，消費者と集団との距離関係によっ

て，意思決定の際に集団が提示する準拠枠の性質が異なることを示し，これに

集団の規模や消費者の知識量および思考レベルといった要素を加えて，それぞ

れの場合におけるマーケティング上の効果的な訴求方法について考察する。そ

して，４―３は本稿の目的である，準拠集団に求められる条件を示す。これ

は，本稿で得られた結果部分となる。主に第３章および４―１で述べられた内

容や４―２でのディスカッションの内容をふまえ，それらから準拠集団の条件
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を導く。筆者はこれらの条件を３種類に大きく分類し，それぞれが消費者の態

度に及ぼす影響について考える。最後に第５章では，本稿で論じられた内容を

簡潔にまとめ，今後の研究の展望を述べる。

２．準拠集団の基本的な種類と役割

個人の意見，態度，判断，行動などの基準となる枠組みを「準拠枠（frame

of reference）」といい，この枠組みを提供する集団を「準拠集団（reference

group）」という。個人はこの集団の規範との関係において自己を評価し，態度

を形成あるいは変容していく。準拠集団は，一般には家族，友人などの近隣集

団や所属集団であることが多いが，かつて所属していた集団，将来所属したい

と望んでいる集団も個人の準拠枠形成に影響を与えるので，こうした同一視集

団，非所属集団をも含めることに特徴がある。また，準拠枠には意思決定の具

体的な「内容」についての指示を与えるものと，意思決定の「方向性」につい

ての指示を与えるものとがあるが，本稿では，主に後者の「方向性」に関する

準拠枠について論じる。

準拠枠あるいは準拠集団に関する初期の研究には，次のようなものがある。

Hyman（1942）は，集団内における自己の主観的地位評価の準拠点となる集団

として，この概念を初めて使用した。そして，Merton（1949）は，アメリカ

兵の職務への不満度に関する研究結果をもとに，集団規範が内在化され準拠枠

が成立していく準拠集団過程，準拠集団の選択過程，準拠集団の社会的機能に

ついての理論化，体系化を行った。一方，Sherif（1936）は２，３人の集団で

光点の移動距離を推定させた。最初ばらついていた判断はしだいに１つの判断

基準に到達し，ひとたび基準枠が成立すると後々まで個人の判断基準枠として

作用するとした。さらに，Newcomb（1963）の「ベニントン研究（Benington

research）」と呼ばれる25年間にわたる追跡調査によると，大学のキャンパス

を準拠集団とした女子大学生は学年を追うごとにリベラルな方向に態度変容を

90

340



91

341

消費者態度と準拠集団

示したのに対して，閉鎖的な友人関係を作ってキャンパスにおける規範と自己

の規範とのずれに気づかなかった者，ずれには気づきながら家族や出身地との

癒着が強い者は保守的な態度を変えなかった。両者とも大多数の者が，その態

度を25年後の調査でも維持していた。

Hymanや Mertonの研究は，集団内における他者との比較において自己の立

場を決定する機能を果たす「比較準拠集団（comparative reference group）」

を，Sherifや Newcombの研究は，個人の規範を提供する「規範準拠集団

（normative reference group）」を扱ったものと考えられる。これらの初期の研

究にみられるように，準拠枠とは個人に社会的な「立場（position）」や「規範

（norm）」を提示する役割を果たす。言い換えれば，立場や規範は個人の意思

決定を左右する重要な要因となりうる。

それでは，消費者が購買態度を形成する際に，これらの初期の研究が示唆す

る準拠枠ないし準拠集団の役割とは，どのようなものになりうるのか。

Hymanや Mertonが示唆する「比較準拠集団」は，消費者が他者との比較に

よって，社会の中で自己を何者と捉えるかということに関連する。例えば，あ

る消費者が自己の消費と周囲の他者の消費を比較し，自己の消費の方が金銭感

覚やよく利用する店などの点において上等であることが分かった場合，自己を

社会全体の中で比較的富裕層に属すると捉えるようになる。Hymanの研究

で，準拠集団を「自己の主観的地位評価の準拠点」と論じていたが，ここでい

う「主観」とは，比較対象物があってはじめて成立する概念であるといえる。

したがって，準拠集団の役割の１つは，消費者に例えば，「高級とは何か」，

「どのような人々を金持ちというのか」などといった，評価の目安を提供す

る。

一方，Sherifや Newcombが示唆する「規範準拠集団」は，消費者が態度形

成の基準を自己の外に求めることに関連する。つまり，消費者がコミュニケー

ションをとりうる集団や人々が，購買に対してどのような価値観を有するかに
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よって，消費者自身の購買態度が左右されるということである。ある意思決定

が消費者の裁量によってなされたかに見える場合でも，実際には，消費者の意

志を左右する準拠枠が別のところに存在することがある。規範とは，暗黙のう

ちに「このようにすると良い，もしくは，すべきである」という枠組みを提示

する。そしてこのような枠組みは，消費者が自己の「裁量」で意思決定する場

合の基準にもなりうる。

本章で述べた，準拠集団の大まかな種類と役割は，次章以降に続く，消費者

との関係における準拠集団の購買意思決定への作用を論じる上での基本にな

る。

３．集団の購買意思決定プロセスと準拠枠の性質

集団が発達するにしたがって，集団の意思決定には「統合（integration）」

あるいは「分化（differentiation）」という両極的な現象が生じる。集団内の意

思決定が１つに統合されるか，あるいは成員それぞれに分化するかは，成員が

意思決定の準拠枠を集団全体に求めるか，あるいは成員自身に求めるかという

ことに依拠する。本章ではこれら２つの現象のそれぞれについて，関連する概

念を挙げ，消費者行動研究領域における最近の研究をレビューすることによっ

て論じる。

３―１．意思決定の統合プロセス ―修正と譲歩―

集団を人間と同様の心性をもつ存在として捉える視点に関しては，過去に活

発な論争が行われている。20世紀初頭までは，Durkheimの「集合表象」，

Wundtの「民族心」，McDougallの「集団心」等に代表されるように，集団に

独特の心性の存在を認める立場が優勢であった（田原 訳 1971）。これに対し

て Allport（1933）は，国民性や民族性などの集団特性は個人の意識の中に存

在するのであって，個人の心理に還元できるとする立場から，集団心を認める
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ことは集団錯誤であると批判した。その後，Levine（1966，1975，1984，

1994）が集団を成員間の相互依存性の力動的全体と捉えて創始した，「グルー

プ・ダイナミックス（group dynamics）」 をはじめとする研究知見の蓄積に

よって，集団は，例えば社風や校風などと表現されるような，独自の個性や行

動様式をもつ存在としてみなされるようになっている。Cattell（1948）は，集

団内部の相互作用によって，個人を超えて集団がもつようになる行動様式や個

性を，「シンタリティ（syntality）」と呼んでいる。これらの諸研究を通じて言

えることは，集団は個人に成員としての意識を持たせることにはじまり，それ

らの意識の相互作用によって，集団全体としてのコミュニケーション構造がで

きあがっていくということである。本節では，このような集団を１つの「全

体」とみなした場合の，個人の意思決定への影響について論じる。

集団で１つの意思決定をする場合，どのようなプロセスを経るのだろうか。

複数の個人からなる集団にとって，意思決定の統合のためには，成員それぞれ

の態度を適度に反映させた複合型の意思決定を行う場合もあれば，複数ある態

度の中から特に決定力のある態度が優遇される場合もある。次に挙げる２つの

研究は，集団内における意思決定の統合について論じている。まず，Aroraと

Allenby（1999）は，集団の意思決定における個人の選好構造の影響を測定し

た。それによると，集団の購買意思決定は，成員個人の選好構造の影響を受け

るとされている。また，ここでは製品属性レベルにおける個人的な影響を見積

もる Bayes model が提示された。さらに，Aribargら（2002）は，集団の意

思決定における成員間の影響として，選好の「修正（revision）」と「譲歩

（concession）」という２つの明確な要素を提示し，それらの役割を追究し

た。ここでも，上述した Aroraらの研究で登場した Bayes model が提示され

ており，それによると，集団内における個人の選好の修正と譲歩は，製品属

性，個人，製品カテゴリーによって異なるとされている。また，集団の意思決

定のための一般的なフレームワークとして，「成員ごとの最初の選好（複
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図表１ 集団の統合的意思決定における修正・譲歩のプロセス

〔筆者が作成〕
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図表１ 集団の統合的意思決定における修正・譲歩のプロセス

〔筆者が作成〕
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数）」→「集団内での議論」→「成員間での選好の修正・譲歩」→「選好の収

束（集団の統一的な決定）」→「意思決定後の満足」，というプロセスを挙げて

いる（Aribarg et al. 2002, p.337）。

つまり，意思決定の統合プロセスにおいて，集団は個人に「修正」と「譲

歩」という準拠枠を提示するといえる。個人が最終的に示した態度は，必ずし

も個人の欲求を示したものとは限らず，集団の意図に即して修正・譲歩された

ものである可能性がある。このような修正・譲歩のプロセスを分かりやすく説

明するために，図表１のような例を挙げることにする。図表１には，Ａ・Ｂ・

Ｃ・Ｄ・Ｅという５人の成員からなる集団が示されている。この集団がある意

思決定をする場合，例えば，成員Ａ・Ｃ・Ｅの態度が反映された複合型の意思

決定（ACE）を行う場合と，成員Ａの態度が絶対的に優遇された意思決定

（A）を行う場合があったとする。前者の複合型の意思決定の場合，成員Ａ・

Ｃ・Ｅの態度は類似している可能性が高く，これらを複合しても，成員Ａ・

Ｃ・Ｅそれぞれの意図を損なうことはなく，かつ，集団全体の意図としての斉

合性を欠くものでもないことが条件となる。したがって，成員Ａ・Ｃ・Ｅそれ

ぞれの態度は，最初の意図を残したまま，集団全体の態度（ACE）に「修正」

されたといえる。ここで，集団は成員Ａ・Ｃ・Ｅに，「いかに個人的態度を修
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正すべきか」という準拠枠を提示したことになる。この修正の準拠枠は，意思

決定後の個人に満足の増大をもたらすことを目的とする。すなわち，例えば，

成員Ａが個人的な意思決定（A）を行った場合よりも，集団の意思決定

（ACE）に参加した場合の方が，より大きな満足を得られるということであ

る。このとき，成員Ａにとっての意思決定後の満足は，最初の個人的態度

（A）が反映されたプロセスに対する満足と，集団の意思決定（ACE）という

結果に対する満足の両者から構成される。

他方，Ｂ・Ｄのように，集団で１つの意思決定をする際に，個人的な態度は

反映されずに，「譲歩」という形をとる成員もいる。そのような成員にとっ

て，その譲歩が後に報われたときには，集団の意思決定への満足度は高くな

る。つまり，譲歩した成員にとっては，最初の個人的態度が集団の態度に反映

されないため，意思決定のプロセスに対する満足は生じない。むしろ，個人の

態度が棄却されたことへの不満が生じる可能性がある。そのため，集団の態度

（ACE）は，成員Ｂ・Ｄにとっては意思決定プロセスに対する不満を解消し

て，さらに満足をもたらすものでなければならない。ここで，集団はＢ・Ｄ

に，「何らかの理由によって個人的態度を譲歩すべきである」という準拠枠を

提示したことになる。つまり，譲歩の理由がＢ・Ｄにとって納得できるもので

なければならず，かつ，Ｂ・Ｄへの意思決定後の満足を約束するものでなけれ

ばならない。

また図表１には，成員Ａの態度が絶対的に優遇された意思決定（A）を行っ

た場合が示されている。このとき，他の成員Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｅの態度は，いずれ

も集団の意思決定に反映されず，譲歩したことになる。そこで上述したよう

に，集団はＢ・Ｃ・Ｄ・Ｅに，「譲歩すべきである」という準拠枠を提示した

ことになる。このような，１つの態度が絶対的に優遇されるケースでは，成員

Ａが集団内での地位や実力において他を抜きん出た位置づけにあることや，あ

るいは，態度（A）が他の棄却されたすべての態度よりも合理性に富んだもの
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であり，かつ，意思決定（A）の結果がすべての成員にとって，少なくともそ

れぞれが個人的な意思決定を行った場合以上の満足をもたらすものでなければ

ならない。

３―２．意思決定の分化プロセス ―順応から自己実現へ―

前節で論じたように，集団が発達するにしたがって，「凝集性

（cohesiveness）」 が高まり，規範に同調するように「斉一性圧力（pressure

toward uniformity）」が強まるといった現象がみられるのに加えて，好き嫌い

の対人感情に基づく「ソシオメトリック構造（sociometric structure）」，相互

作用のあり方を表す「コミュニケーション構造（communication structure）」，

対人的影響力の強弱に基づく「パワー構造（power structure）」，さらには

「地位役割構造（status and role structure）」等が成立して構造の分化が進む

（McGrath 1984）。個人がパーソナリティを形成するのと同様に，構造の分化

は集団の独特の個性と行動様式を生み出していく。本節では，このような知見

に関連し，集団内の意思決定の分化について論じる。個人の意思決定に対する

集団の影響について追究した最近の研究には，次のようなものがある。

Arielyと Levav（2000）は，集団内の個人の意思決定について考察するため

に，「ランチ研究（the Lunch study）」，「ビール研究（the Beer study）」，「ワイ

ン研究（the Wine study）」という３つの研究を行った。これらの共通の設定

は，レストランで食事をする客を観察し，会食の場で個人がいくつかあるメ

ニューの中から注文するとき，周囲の人々の選択が個人の選択にどのような影

響を及ぼすかを調べようというものである。

まず，「ランチ研究」では，集団内の個人のほうが無作為に抽出された個人

よりも様々なメニューを選ぶことが分かった。これは，集団で訪れた客は，同

じテーブルの他の人々とは別のメニューを注文してみたいという好奇心がある

場合と，皆で一斉に注文するために，自分の本当に好みのメニューを注文する
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勇気を持つことができる場合とがある。集団内における消費者の差別化意識の

根底には，このような理由があると考えられる。つまり，周囲に仲間がいるか

らこそ，その仲間と同じ選択をするのではなく，むしろ異なった選択をするこ

とによって，集団の中における自己の位置づけを明確に自覚しようという意欲

が強くなるわけである。「ランチ研究」では，１人で来店して食事をする客に

ついても観察したが，これらの客は意外にも，周囲のテーブルで注文される頻

度の高いメニューを選ぶ傾向があることが分かった。先ほどの，集団で来店し

て注文する例とは反対に，１人で食事をする客は「同じテーブルに着く他者」

という身近な参照例がないために，意思決定を自分１人の裁量で行わなければ

ならない。これは一見，自由な選択が行われるように思えるが，実際には別の

テーブルの他者の選択にならう傾向が高くなる。ここで意思決定の準拠枠につ

いて，次のようなことがいえる。すなわち，集団で来店した場合の「同じテー

ブルの他者」は，意思決定の際の身近な参照例となり，個人にとって差別化対

象となる。一方，個人で来店した場合の「別のテーブルの他者」は，購買状況

全体の傾向を示し，個人にとって意思決定の目標値となる。ここで興味深いの

は，消費者は身近に比較対照となる他者が存在することによって，自己実現欲

求 を高めるということである。全くの１人の場合，むしろ全体の傾向に従っ

た，個性のない意思決定に走りがちになるということは，消費者が「個」を追

求するのは，それを取り囲む「身近な集団」が存在することの裏付けともな

る。「ランチ研究」からいえることは次のようなことである。すなわち，消費

者にとって購買意思決定の準拠枠を提示する存在は１つではなく，複数の準拠

集団のうち，より身近なものは，差別化すなわち自己の個性を発揮するための

準拠枠を提示し，ある程度の距離を置いたものは，個人の裁量では意思決定し

づらい状況などに依拠するための準拠枠を提示する。

次の，「ビール研究」では，会食の始めの頃には皆で同じ銘柄をそろって注

文する傾向が強いが，会食が進むにつれて注文する銘柄にばらつきが生じ，解
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散が近づく頃にはそれぞれが自分の好みの銘柄を選ぶようになることが分かっ

た。これは，集団内の個人が，意思決定の場において自己の裁量を発揮する程

度を，時間の経過とともに観察した結果といえる。つまり，集団内の個人は，

最初のうちは周囲の様子を観察して足並みを揃えようとする傾向が高いが，そ

のうちに誰かが異なる選択肢を選ぼうとするのをきっかけに，徐々にそれぞれ

が自分なりの意思決定をする心構えが整ってくるということである。この

「ビール研究」は，同じ準拠集団でも時間の経過とともに，個人に与える準拠

枠の性質が異なってくるということを示している。すなわち，はじめは「順

応」という準拠枠を提示するが，徐々に「差別化」あるいは「自己実現」とい

う準拠枠が強力になる。これは，個人がコミュニケーションの「場」に慣れる

ということが大きな理由となる。

さらに，「ワイン研究」では，同じ集団内の個人でも，ワイン通のほうが自

分の好みの銘柄を選ぶ傾向が高いことが分かった。これは，言うまでもない話

のようであるが，消費者の製品知識と準拠枠との関係を示している。すなわ

ち，製品知識の豊富な消費者ほど，集団内の他の人々の選択によらず，意思決

定における自己実現の程度が高いといえる。つまり，購買意思決定の準拠枠を

自己の知識や判断力に求めることになる。これに対し，製品知識の乏しい消費

者ほど，購買意思決定の準拠枠を周囲に求める傾向が高くなる。したがって，

「ワイン研究」が示唆することは，準拠集団の影響力は消費者の製品知識の程

度と反比例の関係にあるということである。

以上が，Arielyと Levav（2000）の研究をレビューすることによって，明ら

かになった事柄である。これらはいずれも，購買意思決定において消費者の裁

量と集団の影響力のどちらが大きいかということを追究したものであるため，

その中から筆者が読みとった関係をまとめると，図表２のようになる。すなわ

ち，集団が消費者の身近にあるほど，また，消費者が集団内に長くとどまるほ

ど，そして，消費者の製品知識が増大するほど，購買意思決定には消費者の裁
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〔Arie ly and Le vav（2000）を一部参考に筆者が作成〕

図表２ 集団の意思決定における分化プロセスと準拠枠

消費者態度と準拠集団

〔Arie ly and Le vav（2000）を一部参考に筆者が作成〕

図表２ 集団の意思決定における分化プロセスと準拠枠

消費者態度と準拠集団

量が大きくなる。また，３つの研究は，集団の意思決定に見られる分化プロセ

スを象徴的に示したものと捉えられるため，図表２には，これらの研究の中に

見られるプロセスが，本節の冒頭で挙げた，「ソシオメトリック構造」，「コ

ミュニケーション構造」，「パワー構造」，および「地位役割構造」のいずれと

関係するかということも示した。すなわち，「ランチ研究」はソシオメトリッ

ク構造およびコミュニケーション構造と関係し，「ビール研究」はコミュニ

ケーション構造と関係し，「ワイン研究」はパワー構造および地位役割構造と

関係する。これらのうち，コミュニケーション構造については先に挙げた

Arielyと Levavの研究の中で述べられていたため，筆者はそれ以外の構造に

ついて以下に詳述する。

まず，「ランチ研究」に見られるソシオメトリック構造であるが，この研究

での「同じテーブルの他者」は，個人にとって身近な人間関係を構築する対象

となる。彼らとの間に生じる好き嫌いの対人感情は，集団内の意思決定の分化

を促進する程度に影響を与える。一般に，親密でポジティブな関係を築く人々

の間には，意思決定の同化が見られることが多い。例えば，ペア・ルックの衣

服を身につける恋人同士などはこれに該当する。あるいは逆のプロセスで，食

事の場などで相手と親しくなることを目論んで，同じ料理や飲み物を注文する

こともある。したがって，集団内の成員間の対人感情がポジティブなときは，
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意思決定は収束する可能性が高くなるが，反対にネガティブなときは，成員

個々人がそれぞれの考えを重んじた意思決定を行う傾向が強くなり，集団全体

の意思決定は分化する可能性が高くなる。こうしたことを，先に述べたコミュ

ニケーション構造との関連をふまえて述べると，以下のことが言える。すなわ

ち，コミュニケーション構造では，個人にとって比較的身近な他者は差別化対

象となり，多少の距離をおいた他者は意思決定の参照例となるが，これにソシ

オメトリック構造の概念を取り入れると，差別化対象となる身近な他者のう

ち，特に個人と親しい関係にある者は，個人にとってむしろ模倣や同化の対象

となる。ここで，同調的な消費行動に走る人々の心理を解析できる。つまり，

個人的レベルでみた場合，消費者は自己のありのままの欲求を意思決定に反映

させることが，より満足度の高い結果を得ることにつながるはずである。しか

し，社会的レベルでみた場合，身近で親しい関係にある他者と同じ消費行動を

とることや，多少離れたところにある参照例をまねることこそが消費者の欲求

となり，このようないわば帰属欲求を充足することが意思決定の主目的とな

る。これらのことは，意思決定の対象物が変化したと捉えることができる。す

なわち，個人的レベルでみた場合の意思決定は，その対象物は製品やサービス

そのものであるが，社会的レベルでみた場合の意思決定は，その対象物は他者

や集団への「帰属感」となる。後者の場合，個人にとって重要なのは，購買に

よって得られる製品やサービスの属性ではない。それらが客観的に評価した場

合にたとえ粗末なものであったとしても，周囲への同調行動によって帰属感や

社会の一員としての自覚が得られれば，満足のいく結果が得られたと言えるの

である。

一方，「ワイン研究」に見られるパワー構造および地位役割構造であるが，

この研究でのワイン通の成員が，集団内でどのような位置づけにあるかに関わ

る。かりに，ワイン通の成員が前節で挙げた成員Ａのように，集団の中で一目

置かれる存在の場合は，他の成員もＡの好みにならった意思決定（A）を行
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い，結果的に集団の意思決定は統合される。問題は，ワイン通の成員がいかな

る理由によって一目置かれる存在であるかということだが，ワインに詳しいと

いう理由に関係なく，集団内で権力を持つ存在であるときは，他の成員は「斉

一性圧力」によって意思決定の同調・統合に達する（パワー構造）。一方，ワ

インに詳しいゆえに，彼の決定に倣おうということもある（地位役割構造）。

これら２つの構造は，集団内の１人の成員の権力や役割がうまく機能すれば，

意思決定の統合を導くが，同様の権力や役割を持つ成員が集団内に複数存在す

る場合，それらの誰に倣うかという問題が生じ，集団の意思決定は分化する。

次章では，本章で論じた内容に集団の社会性という観点を加えて，消費者と

集団の関係によるマーケティング上のインプリケーションを述べ，最後に本稿

の目的である準拠集団の条件をまとめる。

４．準拠集団の条件

消費者にとって，ある集団が準拠集団になりうる条件とは，いかなるもので

あろうか。本章では，前章で挙げた集団の意思決定の統合と分化に関する先行

研究から明らかになったことと，それをふまえて筆者が図表１および図表２に

まとめた内容をふまえて，集団の性質や消費者との関係という視点から，準拠

集団の条件について考察する。

４―１．準拠集団の規模と社会的役割

消費者の購買意思決定に影響を与える，準拠集団の規模と性質の関係は次の

ようになる。一般に，準拠集団の規模は大きい方が，消費者の態度をポジティ

ブな方向に導きやすくする。反対に，自らが少数集団に依拠するという認識

は，消費者の態度に比較的ネガティブな影響を与えることになる（Petty and

Wegener 1998）。そこで，比較的少数の人々をターゲットに製品を訴求する場

合は，「数が少ない」ということを「特徴的である」という属性に置き換える
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と効果的である。Grier と Deshpandé（2001）は，ターゲットを絞り込んだ広

告は，通常，そのターゲットが数的に少数のときは大きな効果は望めないが，

そのような場合でも広告の中に社会的側面が組み込まれると効果的になると論

じている。消費者の特殊性を強調するためには，社会的文脈の影響は重要であ

る。消費者にとって，自分が社会的に特別な集団に所属しているという意識を

与えられることは，購買意思決定にポジティブな影響を及ぼす。つまり，他の

集団に属する人々とは違った消費生活やライフスタイルを実践できるという自

覚が，消費者の自信と満足を高め，「自己概念（self- concept）」の確立を助け

ることになるのである。これに類似した研究で，BrileyとWyer（2002）は，

特殊な集団の一員であるという自覚は，集団内における対等意識を高め，意思

決定の均一化を促進すると論じている。先の Grier らの研究では，特殊な集団

に所属しているという自覚は，外集団の人々との差別化意識を促進する効果が

あるという視点から論じられていたが，これに対して Brileyらの研究は，特

殊性の強調は内集団の人々との仲間意識を高め，意思決定におけるその集団特

有の法則や規範が，集団成員の間で認識されるようになることを示唆してい

る。このように，集団が消費者に意思決定の準拠枠を提示するための条件は，

社会的文脈から考察した場合に，消費者がある種の特別な存在であることを認

識できることが重要であり，それは集団が数的に勝ることをしのぐ要素とな

る。

集団の多数派／少数派と社会性が消費者の意思決定に与える影響について

は，過去にも研究例があるが，それらの結果も上述の Grier と Deshpandé

（2001）や BrileyとWyer（2002）の主張を裏づけている。

すなわち，一般に集団は多数派のほうが少数派よりも消費者に与える影響は

大きい（Mackie 1987）。特に，意思決定時における消費者の思考レベルが低い

ときの方が，このような傾向は強くなる。なぜなら，思考レベルの低い消費

者，すなわち，意思決定の対象物や状況についてあまり考えずに態度を決めよ
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うとする消費者は，意思決定の理由を周囲に求めることになる。そこで効力を

発揮するのが，「多くの人々が購買しているものは良いものだ」といった単純

なヒューリスティクスである。思考レベルの低い消費者は，社会の中の多くの

人々が参加している購買に自らも参加することによって，ごく簡潔に購買につ

いての安心感を得るのである。

一方，集団の社会性を強調することによって，多数派／少数派にかかわらず

消費者への影響が大きくなるとする研究もある（Kluglanski and Mackie 1990;

Mugny and Perez 1991; Wood et al. 1994）。これは，思考レベルの比較的高い

消費者について言えることである。先ほどのような思考レベルの低い消費者で

は，集団の社会性，すなわち，ある集団が社会的にどのような評価を受け，い

かなる価値があるのかということについて，逐一考えることはない。逆に，思

考レベルの高い消費者は，集団の規模の大きさや成員数の多さよりも，その存

在意義や社会的役割を理解することによって，自己の態度や価値観の拠り所と

したい集団であるかどうかを判断できる。そのため，むしろ少数派の方が多数

派よりも，社会的な特異性を強調できることもあって，消費者への説得力が増

す場合さえある（Maass and Clark 1983）。

また，消費者にとって，自らが多数派に属するか少数派に属するかというこ

とが，思考レベルに影響するということもある（Baker and Petty 1994; Giner-

Sorolla and Chaiken 1997）。一般に，消費者は自らが多数派に属することが分

かっている場合は，あまり考えずに多数派の意思決定に従っているが，自らが

少数派に属することが分かると驚き，その理由を知るために意思決定の状況や

対象物についての情報を吟味する傾向が高くなる。これは，消費者の既存の態

度や価値観が少数派のそれと偶然一致した場合や，多数派の態度や価値観に反

するものであることが分かった場合に言えることである。
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図表３ 消費者と準拠集団との距離関係における準拠枠の性質

〔筆者が作成〕
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図表３ 消費者と準拠集団との距離関係における準拠枠の性質

〔筆者が作成〕

早稲田商学第 398 号

４―２．準拠集団の性質と購買意思決定への影響

本稿でこれまでに論じてきた，準拠集団と消費者との関係をふまえて，マー

ケティング上の訴求のポイントを考えていくことにする。訴求は，消費者個々

人をターゲットにすることは現実には不可能であるため，何らかの準拠集団を

ターゲットにしなければならない。そこで，３―２で述べた「ランチ研究」で

の結果に基づいて，消費者を取り囲む準拠集団の距離関係と提示される準拠枠
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の性質について，図表３のように示す。図表３から，消費者の身近な準拠集団

は「差別化」もしくは「順応」の準拠枠を提示し，これらは消費者と準拠集団

とのソシオメトリックな関係によって決定づけられる。また，消費者と適度な

距離をおいた準拠集団は，消費者が自己の裁量では意思決定しがたい場合に参

照例を提示する役割を果たし，結果的に「順応」の準拠枠を与えることにな

る。ここで，訴求のポイントとしては，図表３の内円（身近な準拠集団）に照

準を合わせる場合と，外円（適度な距離のある準拠集団）に照準を合わせる場

合とが考えられる。

まず，外円に照準を合わせる場合について考えることにする。外円が示す準

拠集団は，消費者の身近というわけではなく，また，消費者と密接なつながり

があるわけでもない，比較的大きな集団である（３―２の「ランチ研究」で

は，店全体の客に例えられる）。このような多数集団をターゲットに訴求する

場合，一般に，消費者個々人の裁量は考慮されない。代わりに，準拠集団が購

買意思決定の参照例となり，消費者に「順応」の準拠枠を提示する。ただし，

このとき思慮深い消費者や特定の他者とコミットした消費者はターゲットから

はずれる。

次に，内円に照準を合わせる場合について考えることにする。内円が示す準

拠集団は，消費者の身近にあり，また，消費者と密接でポジティブな関係を築

いている場合もある。３―２の「ランチ研究」で得られた知見から，消費者と

の間に密接でポジティブな関係を築いている準拠集団は，消費者に「順応」の

準拠枠を提示し，そのような関係ではないが消費者の身近にある準拠集団は，

消費者にとってむしろ他者との「差別化」や「自己実現」への欲求を駆り立て

る存在となる。このような事情を考慮すると，内円に照準を合わせた訴求は

少々複雑になるため，準拠集団と消費者との関係によって，消費者個々人の裁

量と準拠集団のいずれが購買意思決定により大きな影響を及ぼすかという点に

ついて，図表４のようにまとめた。図表４には，３―２で述べた「ランチ研
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図表４ 消費者と準拠集団の性質による購買意思決定の要因

〔筆者が作成〕

早稲田商学第 398 号

図表４ 消費者と準拠集団の性質による購買意思決定の要因

〔筆者が作成〕

早稲田商学第 398 号

究」から消費者と準拠集団との親密さを（①），「ビール研究」から消費者と準

拠集団との時間的関係を（②），「ワイン研究」から消費者の知識レベルを

（③），また，４―１で述べた Grier と Deshpandé（2001）および Brileyと

Wyer（2002）の研究から，準拠集団の規模と社会的役割を（④・⑤），それぞ

れ軸に取りあげた。これらから，準拠集団をターゲットにした効率的な訴求方

法と，併せて，購買意思決定への影響力が大きい準拠集団の条件を考察する

と，次のようになる。

図表４の①は，消費者と準拠集団の親密さが強いほど，購買意思決定には準

拠集団の影響力が強くなり，一方，そのような親密さが弱いほど，購買意思決

定には消費者個人の裁量が強く影響する，ということを示す。したがって，成

員間の結びつきの親密な少数集団をターゲットに訴求するのが効率的であると

いえる。次に②は，消費者と準拠集団との付き合いが時間的に短ければ，購買

意思決定には準拠集団の影響力が強いが，付き合いが長くなるほど，購買意思

決定は消費者個人の裁量によって左右される，ということを示す。したがっ

て，このことから言える効率的な訴求方法は，集団との付き合いの短い，新参

者をターゲットにするということである。さらに③は，消費者の知識や思慮が
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浅ければ，購買意思決定は準拠集団に依存して行われるようになりがちだが，

反対に，消費者の知識が豊富で思慮深ければ，購買意思決定は消費者の裁量に

よって行われる傾向が強くなる，ということを示す。したがって，このことが

示唆する効率的な訴求とは，知識レベルが低く思慮の浅い消費者をターゲット

にするということである。そして④は，準拠集団は一般に，その規模が大きい

ほど購買意思決定への影響力が強くなるが，逆に規模が小さいと，購買意思決

定は消費者個人の裁量によって行われやすい，ということを示す。最後に⑤

は，準拠集団はその社会的役割が大きいほど，購買意思決定への影響力も大き

くなり，逆に社会的役割が小さければ購買意思決定への影響力も小さくなる，

ということを示す。したがって，④および⑤を併せて考慮すると，効率的訴求

とは，ある程度の多数集団をターゲットに，その社会的役割を強調することで

あるといえる。

図表４の①から⑤が示す内容をふまえると，購買意思決定を左右する準拠集

団の条件としては，以下のようなことが挙げられる。すなわち，消費者と親密

な関係を構築し，消費者との付き合いは比較的短期間で，また，規模は適度に

大きく，社会的役割を明確に提示するものであるほうが望ましい。ただし，

４―１で挙げた Grier と Deshpandé（2001）および BrileyとWyer（2002）の

研究をふまえると，たとえ規模は小さくともその社会的役割が明確であれば，

規模だけは大きいが社会的役割の不明瞭な集団よりも，消費者との心理的な結

びつきを強固にできるため，購買意思決定への影響力も強くなるといえる。こ

のような条件を備えた準拠集団であっても，その影響力を受けやすいのは，比

較的知識や思慮の浅い消費者であることが多く，反対に，知識が豊富で思慮深

い消費者は，関係する集団が提示する準拠枠がいかなるものであっても，それ

は意思決定の際の１つの参考となるにとどまり，最終的には個人の知識に基づ

いて念入りに考えた上で決定を下すことになる。
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４―３．準拠集団の条件

これまで，第３章および４―１，４―２で述べてきた内容に基づいて，準拠

集団の条件を論じるために，筆者は考えられる条件を次のような３種類に大き

く分けることにする。第１に，消費者と集団の時間的関係という視点から，

「親近性／流動性／循環性」という条件を提示する。これは主に，３―２の

「ランチ研究」や「ビール研究」の部分や４―２の論述に該当する。第２に，

消費者と集団の力関係という視点から，「凝集性／斉一性」という条件を提示

する。これは主に，３―１で述べた意思決定の統合や３―２の「ワイン研究」

の部分に該当する。第３に，消費者が集団に所属することの社会的意義という

視点から，「社会性／社会的役割」という条件を提示する。これは主に，４―

１の論述に該当する。

１）親近性／流動性／循環性

準拠集団に求められる第１の条件は，「親近性（affinity）」，「流動性（mo-

bility）」，および「循環性（circularity）」である。ここでいう「親近性」とい

う言葉は，消費者にとって日常から，直接的あるいは何らかのコミュニケー

ション媒体を通じて間接的に接触が可能なことを意味する。これらの条件はそ

れぞれ単独で捉えるよりも，互いに関連性のあるものとして，まとめて挙げる

ほうが適切と考えられる。つまり，準拠集団は消費者とある程度身近な関係に

ありながら，かつ，消費者との付き合いは比較的短期間のものでなければなら

ない。これらのいずれかが欠けていても，準拠集団としては不足である。例え

ば，家族という集団は消費者の身近にあるために，消費者はその中で他の成員

の意思決定を垣間見る可能性が高いが，一方で，消費者と長期的に安定した関

係を築いていることが多い。長期的に安定した関係を保つ集団の中では，個人

はそれぞれが自己の個性や意志を表明するようになる。そのようなことが許さ
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れるのが，長期安定的な集団に所属することの良さでもある。したがって通

常，家族のような集団が個人の意思決定を規定するほどの強力な準拠枠を提示

することはできず，その中の成員はそれぞれが，自己の裁量かあるいは別の集

団からの準拠枠に依拠した価値観を形成する。

すなわち，消費者は長期的に１つの準拠枠に従って購買態度を形成するので

はなく，時間の経過と共に態度や価値観の基盤を替えていく。これは，消費者

を取り巻く社会環境や時代の変化が原因となることもあり，また，消費者自身

が年齢や経験を重ねることによって成長するのが原因となることもある。つま

り，態度や価値観の基盤は永続的なものではなく，時代や社会背景，消費者の

年齢や経験などによって，多様化するものである。それぞれの状況に即した準

拠枠が適時選択されることで，結果的に消費の多様化や生産物の流動化を招く

のである。かりに，１人の消費者が全生涯を通じて，ほぼ統一的な準拠枠に依

拠して意思決定を行うとしたら，その消費者が好んだり必要とする製品は生涯

を通じて画一することになる。さらに，市場全体がそのような消費者だけで構

成されるとしたら，売れる製品は確定してしまい，また，新たな需要を創造す

る余地もなくなってしまうため，マーケティングは不要になる。

マーケティングの役割は，消費者の準拠枠の流動性に伴った需要の変動に応

えることと，新たな準拠枠の提示によって，これまでにない消費者集団を創造

することである。特に後者の役割は，人口統計学的変数による大雑把な消費者

類型とは異なり，そうした属性を超えた，あるいはさらに細分化された集団の

創造である。これは，本稿の冒頭でも述べたように，準拠集団は必ずしも成員

性集団であるとは限らないということに関連する。実際には所属しておらず，

構成員となる消費者同士が物理的に顔を合わせることもない状況で，態度や価

値観だけを共有した仮想集団を創造することが，昨今の市場では積極的に行わ

れている。例えばアパレル業界では，特に20代から30代の働く女性をターゲッ

トにしたブランドは無数にあるが，それらすべてがビジネス・シーンに適した
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スタイルを提供することのみをコンセプトに掲げているのではない。もちろ

ん，オフィスで着用しても体面を崩さないスタイルであることは前提だが，デ

ザインや色遣いを微妙に工夫することによって，ブランドごとのオリジナリ

ティを創出している。消費者はこれらの中から自己の好みにあったブランドや

製品を選択し，その結果，消費者によって好みのブランドがいくつかに特定さ

れたり，逆に，ブランドによって顧客のカラーが特定されることになる。これ

は，メーカーが職業によって消費者を分類しようとした結果ではない。そのよ

うな表面上の属性を超えた，消費者の自己実現欲求にメーカーが応えようとし

た結果である。ここで，本稿の３―２や４―２で述べてきた集団の意思決定の

分化プロセスに関連して，次のような補足ができる。すなわち，購買意思決定

により大きく影響するのは，準拠集団か消費者個人の裁量かという議論があっ

たが，消費者個人の裁量に依拠した意思決定を行った場合，消費者はそのよう

な裁量に適合した新たな準拠枠を模索し，いわば準拠集団の乗り換えを行う可

能性がある。

ところで，これまで述べてきたように，新たな態度や価値観を提供すること

がマーケティングの大きな役割の１つではあるが，これに白紙の状態から取り

組むには市場で受け入れられるだけのセンスが要求される。そこで，より簡単

な方法としては，過去に市場で受け入れられたスタイルをリバイバルさせるこ

とである。これが，準拠枠の「循環性」である。先に挙げたアパレル業界で

は，２，３年前から1970年代に流行したスタイルをリバイバルさせる傾向があ

り，この影響はいまだに続いている。すでに確立された態度や価値観を基盤

に，新たな消費者集団を創造しようとする試みは，そのような態度や価値観が

市場で「お墨付き」のものであるために，消費者の「好きなもの」を体現して

いると考えられることに基づく。過去に別の消費者によって受け入れられたも

のでも，消費者には「モノ」への共通の愛着がある。アパレル業界に限らず，

昭和30年代の横町を再現した展覧会が催されたり，「食玩」と称される景品付
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きの駄菓子を買い集めることが大人の間で小さなブームになったりするのは，

それらが客観的に評価して魅力的であるばかりでなく，また，単に消費者のノ

スタルジーに訴えるからでもなく，「消費者という生き物が，概して好む傾向

の強いものは何か」という「ツボ」を押さえているからである。

２）凝集性／斉一性

準拠集団に求められる第２の条件は，本稿第３章の，集団の意思決定におけ

る統合プロセスのところでも触れた，「凝集性（cohesiveness）」および「斉一

性（uniformity）」である。消費者が意思決定の拠り所とする準拠集団は多様

だが，少なくとも同じ準拠集団の中では同一の態度や価値観が共有され，集団

としてまとまった評価を表さなければならない。したがって，ここで準拠集団

に求められる要素は，複数の消費者を同じ態度や価値観へと導く統合的な力で

ある。３―１で，意思決定の統合プロセスについて論じた際に，集団として１

つの決定を下すときには，成員の中にはもともとの態度を修正したり，場合に

よっては譲歩する者もあると述べた。そして，これらの成員が意思決定後に満

足を得るためには，自己の態度を修正あるいは譲歩したことによって，よりポ

ジティブな結果が得られなければならないとした。それでは，得られた結果が

よりポジティブなものであるかどうかは，何によって判断されるのだろうか。

購買意思決定の結果が自己にとって良いものであるかどうかは，消費者自身

が自覚できる。しかし，それが自己のもともとの態度に従った結果よりも良い

ものであるかどうかは，断定できない。なぜなら，消費者は自己の態度と集団

の態度の両方に従った意思決定を，それぞれ実行したわけではないからであ

る。そこで，集団の態度に従った意思決定がより良いものであるということ

を，消費者に納得させるための要素が必要になる。それが，集団を１つにまと

めるための「力」である。３―２の「ワイン研究」のところで登場した，「パ

ワー構造」および「地位役割構造」は，意思決定の分化プロセスに含まれるも
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のでありながら，その「権力」や「地位」がうまく機能すれば意思決定の統合

を導くことになると先にも述べた。つまり，他の成員を納得させるだけの力，

すなわち，「この人についていけば少なくとも悪いことにはならないし，もし

かしたら得をするかもしれない」と思わせるだけの，確かな権限や能力に裏づ

けられた権力が人々を同調行動へと向かわせるのである。

このように，集団に凝集性や斉一性をもたらす要因は，１つの権力であると

筆者は考える。これは，有無を言わせない存在に周囲が当然のように従う場合

もあれば，コミュニケーションによって１つの優れたあるいは妥当な態度を決

定する場合もある。いずれにせよ，成員間に互角の関係が存在するうちは，意

思決定の統合は見られず，成員は各々の拠り所とする準拠集団を別に持つこと

になる。

３）社会性／社会的役割

準拠集団に求められる第３の条件は，集団に「社会性（sociality）」あるい

は「社会的役割（social roles）」を持たせることである。本稿４―１で述べた

ように，単なる規模的な側面でいえば，少数集団よりも多数集団のほうが成員

の意思決定への規定力は強くなる。しかし，たとえ少数集団であっても，集団

の社会的役割を強調することによって，むしろ単なる多数集団よりも成員の態

度や価値観を左右する力が増す。つまり，成員は自己が関係する集団がいかな

る意図に基づいて社会に存続するのかという，集団のいわば「存在意義」や

「存在価値」を知ることによって，そのような集団に関係する自分自身の存在

意義や価値を確認する。そして，自らの存在意義や価値の認識は，集団の意図

に従った意思決定に参加することによって，さらに高められる。集団は，個人

が単独では達成しがたい，自己に関する定義を助ける役割を果たす。その意味

で，ある集団が単なる人々の寄せ集めではなく，何らかの社会的目的があって

構成され，明確な社会的位置づけがあり，社会や人々への貢献があるというこ
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とは，成員の「自己概念」の確立のために必要になる。

したがって，職場や学校などのフォーマル集団は，成員の消費傾向を類似さ

せる。これは，同じフォーマル集団に属する人々は，似通った経歴や生い立ち

の人が多いために，それらの人々の消費傾向は所属集団の影響にかかわらず，

もともと類似している可能性も指摘できる。しかし，あるフォーマル集団に所

属しているという自覚と，その中での成員間のコミュニケーションによって，

個人の消費に関する態度や価値観が周囲に適合すべく変容する可能性もある。

この傾向は，フォーマル集団の社会的位置づけや価値が高いものであるほど強

くなる。なぜなら，フォーマル集団の持つそのような「社会的魅力」が，成員

の自己概念の確立にポジティブに作用するからである。ある集団に所属するが

ゆえに，好ましい自己を確立できるのであれば，個人は集団に依存することを

心地良く感じるようになる。

これは，フォーマル集団に限ったことではない。インフォーマル集団であっ

ても，確固たる社会的位置づけや価値はフォーマル集団のそれには及ばずと

も，個人を集団につなぎ止めるだけの社会的魅力があれば，準拠集団になりう

る。例えば，ボランティア活動のグループなどは，一流の企業や学校ほどの社

会的価値を付与されてはいない場合が多いが，そこに集う人々は集団の中で奉

仕することによって，個人では得がたい達成感や充実感を得る。すなわち，人

間の帰属欲求に基づいて成立する集団形態であるといえる。

５．むすび

本稿では，消費者の購買意思決定における社会的要因の影響という視点か

ら，特に集団が提示する準拠枠の性質と役割について論じてきた。これらのこ

とを総括すると，以下のようになる。まず，集団が消費者の意思決定に影響を

与えうるとき，集団はその役割から「比較準拠集団」と「規範準拠集団」とに

大別される。つまり，集団は消費者に意思決定に有用な比較対象と規範を与え
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る。そして，これらの機能によって，消費者は意思決定の方向性を与えられ

る。意思決定の方向性には数種類あり，それらは消費者と準拠集団との関係に

よって異なる。消費者の比較的身近な準拠集団は，「差別化」や「自己実現」

の準拠枠を提示するが，これらのうち，消費者と特にポジティブな関係を築く

集団は，「順応」もしくは「同化」の準拠枠を提示する。そして，消費者と適

度な距離をおく集団は，消費者にとって意思決定の参照例となるため，「順

応」の準拠枠を提示する。他方，時間的関係から見ると，消費者と集団との付

き合いが長くなるほど，集団が提示する準拠枠は，「順応」や「同化」から

「差別化」や「自己実現」へと変貌していく。また，消費者に対し，準拠集団

の権力が強いほど，「順応」や「同化」の準拠枠が与えられる。

ここで，「順応」や「同化」の準拠枠は集団の意思決定の統合を導き，「差別

化」や「自己実現」の準拠枠は集団の意思決定の分化を導くことになる。集団

の意思決定の統合プロセスにおいて，消費者はもともとの態度を「修正」もし

くは「譲歩」しなければならない。その結果，もともとの態度に依拠した場合

よりも良い結果が得られることを保証できるかどうかが，準拠集団の「権力」

の強さを裏づける。さらに，消費者の知識や思考力の点からいえば，それらが

小さい消費者のほうが集団の権力になびきやすい。

準拠集団から消費者に提示される準拠枠の，これらの性質をふまえ，マーケ

ティング上の効率的・効果的な訴求を考えると，ターゲットとなる集団の「規

模」と「社会性」に着目することができる。すなわち，数の論理からいえば，

一般に大規模集団ほど意思決定の統合を導きやすいとされるが，たとえ小規模

であっても社会における集団の特徴をアピールすることによって，むしろ大規

模集団よりも集団としてまとまった結論に達することができる。

本稿では，購買意思決定により大きく影響するのは，準拠集団あるいは消費

者の裁量のどちらかという視点から議論を進めてきた。その結果，いずれが大

きく影響するかは，消費者と準拠集団との関係によって変化することが示され
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た。しかし，ここでもう１つ指摘すべきことは，かりに消費者の裁量によって

意思決定されたかに見える場合でも，当該の準拠集団とは別の集団の準拠枠に

依拠している可能性もある。そもそも，消費者の「裁量」とは決して主観によ

るものではなく，何らかの外的基準によって消費者の内に築かれた「常識」や

「知識」が反映されている。したがって，表面上関わっている準拠集団の中

に，裁量に反映できる要素が見出されなければ，消費者は準拠集団の乗り換え

を行うこともある。このように，準拠集団とは，時間の経過や状況の変化に

伴って流動するものであり，集団はそれぞれの準拠枠を別の集団に求めている

成員から構成されることもありうる。つまり，消費者による準拠集団の乗り換

えは，集団の意思決定における「統合」と「分化」の繰り返しによって継続さ

れていると言える。ある集団において意思決定の分化が見られれば，別のとこ

ろに新たな集団が成立する。しかし，もとの集団が表面上消失するわけではな

い。一度成立した集団は容易に消失するものではなく，形の上では持続性の高

いものと考えられる。このように，集団は表面的な固定性と内面的な流動性を

併せもち，表面的な成員と内面的な成員も時々刻々と入れ替わる。

筆者は，消費者の購買態度にバイアスをかける社会的要因の探究の一環とし

て，準拠集団に注目し，本稿を執筆した。上記の研究テーマにとって，本稿か

ら得られた知見は以下のようになる。市場を構成する消費者に，統一性を見出

すことは難しい。本稿でレビューした先行研究からも，消費者は「両極的」に

分類される傾向が強いと言える。そのような分類を可能にする要因は，消費者

の「裁量」に関係する。つまり，裁量は外的基準の影響を受けると先述した

が，外的基準を臨機応変に変更できる消費者は準拠集団の乗り換えも頻繁で，

意思決定にも柔軟性が見られる。反対に，外的基準の変更が得意でない，ある

いは，そのようなことに関心のない消費者は，準拠集団は固定的になり，意思

決定も画一性が高い。売る側にとって，いずれのタイプの消費者が好都合かを

考えると，前者のタイプの消費者が多い方がマーケティングの余地は豊富にな
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るが，逆に，後者のタイプの消費者が多い方が選好の傾向をつかみやすく，

マーケティング上の無駄や失敗は生じにくくなる。

準拠集団の乗り換えが頻繁な消費者は，購買態度にバイアスをかける要因が

変わりやすく，したがって態度も流動的になる。反対に，１つの準拠集団に長

期的に依拠する消費者は，購買態度にバイアスをかける要因が変わらず，態度

も固定的になる。消費者が自己の欲求をありのまま意思決定に反映させない理

由は，社会的に適合した消費を行うためであり，また，準拠集団が意思決定の

妥当性を保証してくれるためでもある。これらの理由を考慮すると，１つの準

拠集団に長期的に依拠する消費者行動は容易に理解できるが，準拠集団の乗り

換えを行う消費者についてはどのように理解すれば良いのか。

ある購買意思決定を行う際，消費者の内には，自己の欲求を実現したいとい

う思いと，それが社会通念上適切かどうかという思いとのせめぎ合いが生じ

る。そのような心理状態は消費者にとってストレスをもたらすため，消費者は

この状態を解消するために，外的な準拠枠を利用するのである。そこで，一定

の準拠集団の規範を利用する消費者もいれば，状況に応じて自己の欲求に最も

近い意思決定を実現するために，都合の良い準拠枠を利用する消費者もいる。

後者の消費者には，例えば，学校でタブー視されている服装で登校しているこ

とについて，自分が崇拝するロック・グループの服装をまねているのだと主張

することなどが挙げられる。このように，自己を何らかの外的存在にコミット

させることによって，自分の思うままに行動しやすくするという手段がある。

もちろん，逆の効果で，外的存在にコミットすることによって，自己の行動を

抑制せざるを得なくなる場合もある。そこで今後は，消費者にとって複数存在

しうる準拠集団のうち，それらが購買意思決定の際に取捨選択される背景につ

いて考察するために，「コミットメント（commitment）」が態度に及ぼす正の

効果と負の効果について追究したい。

また，本稿で得られた結果となる準拠集団の条件は，筆者が先行研究を分析
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することによって読みとった事柄であるが，これらの条件について，より一層

の信憑性を得るためには，筆者による実証が必要である。特に，成員性集団と

非成員性集団の別によって，これらの条件の妥当性について検討を加える必要

があると考える。実証の方法としては，例えば，３―２の「ランチ研究」，

「ビール研究」，および「ワイン研究」のような実験を参考にするのは興味深

い。必ずしも同じ実験状況でなくても，類似した状況を確保することは可能で

はないかと考える。

注 集団について，より詳細な定義を挙げると以下のようになる（三隅 1987）。まず，２人以上の
人々によって形成される集合体が，次のような諸特性を有するときに「集団（group）」とみなさ
れる。１）その人々の間で持続的に相互作用が行われるとき。２）「規範（norm）」の形成がみ
られるとき。３）成員に共通の目標とその目標達成のための協力関係が存在するとき。４）「地
位（status）」や「役割（role）」の分化とともに全体が統合されているとき。５）外部との「境
界（border）」が意識されているとき。６）「感情（affect）」や集団への「愛着（attachment）」が
存在するとき。これらすべての特性を完全に備えている必要はなく，それぞれの特性を保有する
程度には集団によって差がみられる。
また，集団には次のように，多様な分類基準とそれに基づく類型がある（末永 1978）。１）規
模によって，対面的相互作用が可能な程度の規模の「小集団（minority group）」と，それが不可
能な「大規模集団（majority group）」とに分類される。２）成員間の関係性によって，客観的組
織の存在に成立基盤がある「公式集団（formal group）」と，成員間の心理的結びつきに成立基
盤がある「非公式集団（informal group）」とに分類される。３）成員の「自己カテゴリー化
（self- categorization）」によって，成員が自己の所属する集団であり「ウチ」であると認知する
「内集団（internal group）」と，所属しておらず「ヨソ」であると認知する「外集団（external

group）」とに分類される。４）成員の準拠性によって，実際に所属している「成員性集団」と，
所属のいかんによらず成員が自己の態度や判断の拠り所とする「準拠集団」と，これらのいずれ
でもない「非準拠集団（non- reference group）」とに分類される。
さらに，人間が集団を形成するのは，次のような理由による（佐々木・永田 1987）。１）個人

では不可能な課題遂行を可能にして，より豊かな報酬を得ることができるため。２）「協同／分
業（cooperation/ specialization）」によって，より効率的に課題を処理できるため。３）個人でい
ることの不安を低減し「親和欲求（need for affinity）」を充足できるため。４）社会的比較を
行って，「社会的リアリティ（social reality）」を得ることができるため。集団形成を促進する要
因としては，個人間の位置関係の良さや物理的距離の近さとそれによる相互作用活動の活発化，
および態度，パーソナリティ，民族性といった個人特性の類似性の認知に基づいた「対人魅力
（interpersonal appeal）」の高まり等が挙げられる。
これに関連する研究として，Lancaster（1966）と Hayakawaおよび V enieris（1977）は，社会
環境や準拠集団と消費者選好との関係について論じている。Lancaster は過去の社会環境が消費
者選好に大きく影響すると述べているが，Hayakawaらは現在の準拠集団が消費者選好に大きく
影響すると述べている。これらは結局，同じことを論じていると考えられる。つまり，上述した
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ように，個人にとっての準拠集団とは，必ずしも現在所属している成員性集団とは限らない。過
去の社会環境が現在の準拠集団になることもありうる。このような先行研究からも，消費者に
とって，準拠集団になりうる条件とはいかなるものかということは，追究の価値があると考えら
れる。実際に所属している集団は形だけのもので，心理的には別の集団に帰属していることがあ
りうるということには，人間の心の複雑さを垣間見ることができる。
集団の基本的な性質，集団と個人，集団と集団，さらにはより大きな組織と集団との関係につ

いての法則を，実証的な方法によって明らかにしようとする社会科学の一分野である。「集団力
学」と訳されて使われることも多い。1930年代後半，アメリカにおいて Levineによって創始さ
れた。グループ・ダイナミックスの特徴は，１）理論的意味のある実証的研究の重視，２）研究
対象として，集団の力動性すなわち成員間の相互依存性への強い関心，３）社会科学全般への広
範な関連性，４）研究成果の社会実践への応用可能性の重視である。グループ・ダイナミックス
の具体的な研究領域としては，集団凝集性，集団規範，集団意思決定とその効果，集団構造，集
団目標と集団業績，リーダーシップなどが挙げられる（Cartwright and Zander 1960）。
同じカテゴリーの製品に対する選好形成でも，製品を構成する複数ある属性のうち，どれを重

点的に考慮するかは消費者によって異なるということを扱ったモデル。例えば，パソコンについ
て，低価格であることを重視する消費者，性能が良いことを重視する消費者，あるいは，軽量で
あることを重視する消費者もいる。このような多様な消費者から構成される集団が，統合的意思
決定を行う場合，その結論は各成員の選好を反映させたものとなる。また，それらの選好のう
ち，どの部分を大きく反映させるかは，集団が意思決定を行う状況や，集団内における成員間の
力関係によって異なる。例えば，家族で一台のパソコンを購入する際，家計を握っている者が意
思決定に強い影響力をもつこともあれば，パソコンについて詳しい知識のある者の意見が尊重さ
れることもある。このように，１つの製品に対する態度でも，その形成理由は様々な角度から読
みとることが可能であり，意思決定の背景やプロセスを重視すべきであることを，このモデルは
示唆している。
成員を自発的に集団に留まらせる力の総体のこと。凝集性の高い集団は，成員間での相互理

解・受容，役割分化，類似した意見・態度，相互魅力などによって特徴づけられる場合が多い。
凝集性は集団の全体的特徴を表す複合的概念であるが，操作的には，個々の成員が集団全体や他
の成員に対して感じる魅力度などの，個人の反応指標によって測定される場合が多い。一般に凝
集性は，成員の動機づけを高め，集団による課題遂行に正の効果をもつ。しかし，集団意思決定
場面などで，凝集性の高さがかえって決定の柔軟性や情報探索の範囲を狭めるという指摘もある
（Janis 1972）。
集団成員に対して，集団の規範に同調するように働く強制的な影響力のこと。凝集性が高い集

団ほど，成員の言動を統制しようとする斉一性圧力は強くなる。規範から外れた言動をとる成員
に対して，周りの成員が規範に従うように働きかける「直接的圧力」と，自己の意見や行動が規
範から外れていると認知した成員が，自発的な同調の必要性を感じる「間接的圧力」の２つの形
態がある（Kiesler, C. A. and Kiesler, S. B. 1969）。
集団の対人間の選択・排斥・無関心といった心理的関係や心理的な集団構造の測定分析に関し

て，Moreno（1934）によって創始され，その一派によって体系づけられた理論をいう。「ソシオ
メトリー（sociometry）」という言葉は，ラテン語の「社会」を意味する sociusと「測定」を意
味する metrumを合成したもので，社会測定を意味する。Morenoによるソシオメトリーの理論
には，独特の人間行動理論体系，例えば，人類を進歩させる推進力としての自発性と創造性の原
理や役割理論がある。Morenoによれば，１）個人の行動は，たんに，与えられた役割に慣例的
なものではなく，自発性と創造性が結びついた新しい役割を創造するものである，２）集団成員
間には情緒の流れがあり，その人間関係は牽引と反発の感情に基づく自発的な相互作用である，
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３）さらに，それが網の目のように社会心理的地理を構成している。このような定義に基づき，
本稿では集団成員間の人間関係における好悪感が，個人の意思決定に影響を与えることを論じて
いる。一般に，ポジティブな感情を持つ成員間には意思決定の同化が見られる傾向が強く，ネガ
ティブな感情を持つ成員間には意思決定の差別化が見られる傾向が強い。
集団内におけるコミュニケーションのネットワークは，集団の活動や効果性（集団の生産性や

成員の満足度）を規定する重要な要因となる。Leavitt（1951）は，特定の人にコミュニケー
ションが集中する中心型の構造をもつ車輪型や Y 型のコミュニケーション・ネットワークと，
そうでない分散型の構造をもつ円型や鎖型のネットワークを構成し，集団による問題解決の実験
を行った。その結果，問題解決については車輪型や Y 型が優れ，円型が最低となった。しか
し，成員の満足感は円型が高く，車輪型や Y 型は低かった。こうしたコミュニケーション構造
による集団効果性は，課題の性質や情報交換の複雑性によっても変動する。中心型のコミュニ
ケーション構造が優れているのは，単純な課題での問題解決の効率の良さだけであり，成員の満
足感は分散型のほうが良いとされる。複雑な課題では，このいずれの側面でも分散型のほうが優
れているとされる。本稿で挙げた Arielyと Levav（2000）の研究は，会食の場でのメニュー選
びという，比較的単純な問題解決のプロセスを扱っているが，同じテーブルの者の間で誰かの意
見に従って同じメニューを注文するのは効率的ではあるが，個人がそれぞれの好みや考えに従っ
て注文したほうが満足度は高くなるといえ，このような状況は上述の Leavittの主張に合致して
いる。
消費者は個人の意志で準拠枠を選択できる場合と，何らかの「権力（power）」によって特定

の準拠枠を与えられる場合とがある。パワー構造には，集団成員の中で特定の地位にあり，他の
成員に対して権力を持つ成員が，強制的にある準拠枠を他の成員に押しつけて追従させる場合
と，そのような特定の地位にある成員からの恩恵にあやかろうとして，他の成員が意図的に権力
のある成員の態度や価値観を模倣しようとする場合とがある。このような消費者の意思決定と権
力との関係を裏づける研究としては，Fiskeら（1996）が挙げられる。それによると，消費者個
人への評価に権力をもつ他者によって提示された準拠枠は，権力をもたない他者によって提示さ
れた準拠枠よりも消費者の意思決定に影響を与えるとしている。消費者は恩恵を受けることを目
論んで他者に依存するとき，他者が提示する準拠枠を詳細に検討するという。これは消費者が権
力のある他者と相互依存的な状況にあるときだけでなく，恩恵を得るために不均衡な権力が存在
するとき（すなわち，ある消費者は他者に依存するが，その逆の関係はないとき）にも生じる。
また Fiskらは，このような知見は，他者の権力の強さが変化する場合にも応用できるとして

いる。例えば，意思決定に際し，消費者の思考レベルが低いとき，消費者は自分の利益を左右す
る他者に依存するのは概して良いことであるという理由だけで，権力のある他者に依存する。そ
して，意思決定の対象物が本質的に興味深かったり，あるいは消費者の個人的関連性が高いため
に思考レベルが高くなるときでも，消費者は権力のある他者に依存して情報を解釈する傾向があ
るとされる。これは，消費者が意思決定への自己責任を免れようとするためである。しかし，思
考レベルの高い消費者に対し，権力のある他者が強制的に準拠枠を押しつけると，消費者の態度
には抵抗が生じ，消費者はそのような他者への反論を動機づけられることになる。
集団の中で成員は特定の「位置（position）」を占めて直接的・間接的に結びついているが，こ

の位置が何らかの基準によって評価され価値づけられて序列を構成することがある。「地位
（status）」は，基本的にはこうした位置を占める人々についての序列づけを意味する。地位は
年齢・性別・血縁関係など生得的，必然的に付与される「帰属的地位（ascribed status）」と，
自己の能力や努力によって獲得される「獲得的地位（achieved status）」に分類される。また，
特定の地位にある人に対して期待される行動が「役割（role）」である。役割には，アリやミツ
バチの分業社会に該当するような生物学的な役割もあるが，ここでは社会心理学的に理解された
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役割を指す。それは，集団の中で特定個人が態度に内在化させた社会規範が，当該個人に対して
適切な状況下でそれを自覚的に遂行することを要求するような，一定の役回りのことである。例
えば，「親」「教師」「生徒」「医師」などは，このように意識的に遂行される社会心理的な役割で
ある。人間の遂行する役割は，その多くが社会的に学習され獲得されたものである（Mead

1934）。本稿では，先のパワー構造と関連し，集団内である個人が周囲から一目置かれる地位に
あったり，他者を抜きん出た何らかの知識や能力があると，その個人の意思決定に周囲の他者も
倣うようになるというプロセスを論じる。これには，高い地位にある人に倣うことによって社会
的恩恵を受けたいという願いもあれば，知識や能力の高い人に倣っておけば自分で意思決定する
よりも安全な結果を導けるという期待もある。
個人の中に存在するあらゆる可能性を自律的に実現し，本来の自分自身に向かうことを指す。

最初に Jungによって用いられ，人間が自己自身になることであると定義された。生命はすべて
自己実現へ向かう本能をもつという。また，自己実現の過程においては，無意識からのメッセー
ジを受け取ることが重要であるとする（河合 1967）。本稿では，消費者が「自分はこのようにし
たい，このようなものが欲しい」といった本能的に求める事柄を指す。また，そのように求める
理由については，消費者自身が明確に認識している場合もあれば（求める対象の，ある属性が好
きだからなど），消費者自身には明確に理由づけることが困難な場合もある（ある対象が無性に
欲しい場合など）。後者は，冷静に考えればその理由を突き止めることが可能であり，そのよう
なプロセスによって，自己のこれまでには認識されていなかった好みや考えを新たに知ることも
できる。
消費者の購買意思決定を左右する要因の１つで，意思決定の際に長期記憶から短期記憶に想起

される情報を選別する役割を果たす。その名称から，消費者の内面的要素から構成されるイメー
ジが強いが，実際には消費者の社会的地位や肩書き，経済状況や他者からの評価といった，外的
要素も構成要素として挙げられ，むしろ外的要素のほうが自己概念全体を支配する影響力は強
い。これは，購買意思決定は消費者が社会生活を営む上で必要となる行為であるため，自己の内
面的要素よりも外的要素を重視した意思決定をせざるを得ない場合が多いからである。例えば，
社会的地位や肩書きにふさわしい購買が必要なこともあれば，購買の際に経済状況を考慮するこ
とは必須となる。一方，内面的要素は消費者の長期記憶内に存在する自伝的記憶から成り，特に
青年期（10歳～30歳程度）に見聞したり体験した事柄についての記憶は，消費者の価値観や態度
の基盤になる（以上は，筆者がこれまでの研究の中で扱った事柄であるが，詳しくは Rubin

（1998），梶田（1980），土田（2001）を参照されたい）。
個人が行動に「言質（げんち）」を与え，行動に束縛されること。人前で「やる」と言った

ら，引っ込みがつかなくなる。コミットされた行動や決定は，変更や撤回が困難になる。意見の
公的表明や，意思表示の署名などの行為によって，コミットメントは増大する。その結果，自身
の立場が攻撃されても説得の影響を受けにくくなる（凍結効果）。さらに，説得に反して，従来
の立場をより極端化することもある（ブーメラン効果）。説得されることは，自己の態度やそれ
に基づく過去の行為が誤っていた可能性を示唆する。しかしコミットした人にとって，自らの過
去の行為を否定することは困難である。行為や決定を撤回できない場合には，さらに極端な立場
をとることにより，自分の過去の行為を正当化する。コミットメントが大きいほど，説得への抵
抗も大きい。コミットメントの程度は，態度と一貫する行為を，公的に，自分の意志で，数多く
行うほど大きくなる（Kiesler, C. A. 1971）。
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